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課題と検討案 ①家屋被害調査について 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検討案（期日に完了する調査方法に見直し） 

 

●国土地理院等の調査結果の入手 

・国土地理院等から、災害種類別の調査結果入手 

・ただし、甚大な被害等で調査に遅れが生じる場合は、都も、民間

等へのアウトソーシングで調査（航空写真から被害状況を判読） 
 

●区市町村による必要に応じた現地調査（建築制限区域等） 
 

 

▼ 

 
 

●都が整理、（GIS 等の作業は、民間等へのアウトソーシングを検討） 
 

●電気が使えない場合も考慮し、別途、都が直営で対応（手書

き等）できる準備を実施（図面準備等） 

現   状 

 

●区市町村が調査（航空写真、現地調査） 

 

 

 

 

 

 
 
 

▼ 

●都が整理（GIS 等） 
 

 

 

 

 

主な意見・課題 

〇現在の調査方法では、期日内に調査が完了しない恐れあるため、調査の効率化、アウトソーシングの検討が必要 

〇被害の原因となった災害種類別（揺れ、火災等）の情報も必要 

〇ＧＩＳで整理している都市計画基礎調査とクロスできることが重要。一方で、電気が使用できなくなることも想定

し、電子データ以外の準備も必要 

資料３-１ 
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時期 
都市復興 

手順 

必要な家屋被害データ   

アウトプット 

データ 

災害種類別のデータ入手方法 【実施主体】 
街区別の家屋被害割合 
○：航空写真等から調査 

◎：現地調査 

  

揺れによる被害 
地盤被害 

火災被害 浸水被害 
大 

(８割～) 
中 

(5～8 割) 
小 

(～５割) 液状化 
斜面崩壊・ 
土砂堆積             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2週間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市復興 

基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 災害種類別の 
被害区域 

 

 

 

 

 

 

 

   

   

 

 

 

 

 

 

        
 街区別の家屋被害割合     

  
 

《一次》 

・大被害地区 

・その他被害地区 

 

 

 

 

 

 

 
 

    

       

第一次 

建築制限 
◎ ○ 

  
 

《二次》 
・大被害地区 
・その他被害地区 

 

        

            

 

 

 

 

1ヶ月 

 

 

 

 

復興対象 

地区 

 

 

 

 

◎ 

 

 

 

 

◎ 

 

 

 

 

◎ 

  
 

《三次》 
・大被害地区 
・中被害地区 
・小被害地区 

    

        
  

 
《四次》 
・大被害地区 
・中被害地区 
・小被害地区 

          

※１ 甚大被害等により、調査に遅れが生じる見込みの場合は、都においても、民間等へのアウトソーシングによる調査（航空写真から被害状況を判読）を実施 
※２ 浸水被害による家屋被害状況は、「災害に係る住家の被害認定基準運用指針」を参考として判定 ex）全壊：床上 1.8ｍ以上の浸水、大規模半壊：床上１ｍ以上 1.8m 未満の浸水 等 
注1）「被災建築物応急危険度判定調査」は、被災後から10日程度で完了する予定 
注2）復興対象地区以降、時限的市街地、復興まちづくり計画や復興事業の対象地区においては、実施主体が、必要に応じて、個々の家屋被害状況等を調査 
注3）別途実施されている、家屋被害に関する各種調査（住家被害認定調査、災害対策基本法第53条に基づく被害調査）の活用も実施 
注4）電気が使えない場合も考慮し、別途、都が直営で対応（手書き等）できる準備を実施（図面準備等） 

検討案 

 現地調査（中・小被害地区） 

 【区市町村】 

データの重合せ、集計 

（大被害地区） 

 

 

 

 

 
 
 

【都<アウトソーシング>】 

 

 

 

 

データの重ね合せ・集計 

（中・小被害地区） 

⇒調査方法は、大被害地区と同じ 

データの重ね合せ、集計 

（大被害地区） 

 

 

 

 

 

 
 
【都<アウトソーシング>】 

 

 

 

 

データの重ね合せ・集計 

（中・小被害地区） 

⇒調査方法は、大被害地区と同じ 

データの重合せ、集計 

（大被害地区） 

 

 

 

 

 

 

 

 

【都<アウトソーシング>】 

 
 

 

データの重ね合せ・集計 

（中・小被害地区） 

⇒調査方法は、大被害地区と同じ 

データの重ね合せ・集計 

（大被害地区） 

 

 

 

 

 

 

 
【都<アウトソーシング>】 

 

 

 

 

データの重ね合せ・集計 

（中・小被害地区） 

⇒調査方法は、大被害地区と同じ 

被害区域 
    ＋ 

家屋被害状況※２ 
・浸水深（航空写真・

SNS・地形図等で調査） 
【国土地理院※1】 

  ＋ 
・建物高さ【都】 

       ＋ 
街区 

被害区域 
    ＋ 

家屋被害状況（航空写真

の判読） 

【都<アウトソーシング>】 
    ＋ 

街区 

被害区域 
    ＋ 

家屋被害状況（被災建築物応

急危険度判定調査） 
【区市町村】 
    ＋ 

街区 

被害区域 
    ＋ 

家屋被害状況（被災建築物応

急危険度判定調査） 
【区市町村】 
    ＋ 

街区 

 現地調査（大被害地区） 

 【区市町村】 

被災建築物応急危険度判定調査 
【区市町村】 

▼ 
調査結果の集計により 
被害が集中する区域の抽出 
【都<アウトソーシング>】 

▼ 
被害が集中する区域 
 － 地盤被害区域 
 － 火災被害区域 
 － 浸水被害区域 
【都<アウトソーシング>】 

左の区域
を除外 

航空写真の判読 

【国土地理院※1】 

火災発生情報 

【都等】 
▼ 

火災発生情報をもとに、

航空写真の判読 

【都<アウトソーシング>】 

航空写真・SNS・地形図

等で調査 

【国土地理院※1】 
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課題と検討案 ②時限的市街地について 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現   状 

①定義 

 甚大な被害を受けた地域において、本格的

な復旧までの緊急避難的な生活の場として、

応急仮設住宅、店舗や事務所及び残存する建

築物からなる市街地 

 

②イメージ図 
（「市街地の事前復興の手引（東京都）」より） 

 

 

検討案 

①定義 

被災地において、都市復興事業を実施する地区で、地区

内権利者のために、本格的な復興までの緊急避難的な生活

の場として、被災宅地等を活用して、仮設の住宅、店舗、

事務所、集会所、被災者支援拠点等や残存する建築物から

なる市街地 

②イメージ図 

 

 

 

 

 

 

③その他 

・設置する際の仕組み（用地・建物・インフラ確保の適

用可能な現行制度）を整理 

主な意見・課題 

〇定義やイメージを明確にするとともに、これまでの計画論の成果に合せたものとすること 

〇仮設住宅、店舗に加え、集会所や地域支え合いセンターの機能も必要 

〇設置する際の制度の整理が必要 

時限的市街地（仮設住宅、仮設商店街 等） 

(被災地) 
地区外 
仮設住宅等 

(被災地) 
都市復興事業地区 

(被災地外) 
オープンスペース 
に仮設住宅等 

時限的市街地(仮設住宅、仮設商店街、集会所、被災者支援拠点等) 

被災 復興途中 

被災 復興途中 

資料３-２ 

赤字：変更箇所 



2 

 

 
１.仮設住宅等の分類 

仮設住宅等について、設置位置や入居対象者で分類すると、 

次のとおり 

時限的市街地は、以下のオレンジ部分に該当。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A 

A 

B1 

B2 

B1 

区市町村の区域 

被災地 

↓仮設住宅等の設置区域の模式図 

設置区域 

2.時限的市街地の設置イメージ 

【時限的市街地に導入が考えられる機能】 
（周辺状況、地区特性、規模等による） 

・応急仮設住宅（２、３階建ても実績あり） 

・仮設店舗、事務所等 

・福祉仮設住宅 

・仮設集会施設、談話室、被災者支援拠点 等 

・仮設工場、作業所等 

・事業による残存建築物（借上げ仮設住宅） 

B２） 

都市復興 

事業地区内
 

▼ 
 
時限的 

市街地 

B1） 

都市復興 

事業地区外 

A）被災地外 
 
（既存オープンスペース 
        の活用） 

 
B） 

被災地内 

 
（既存 

オープン 
スペース、 
既存建築物、 
被災宅地の
活用） 

入居対象 

 
 
 
地区内外の 
被災者 

 
 
 
 
地区内外の 
被災者 

 
 
 
・地区内の 

権利者 
（被災者以外

も含む） 

施設建築物 

（事業中） 
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時限的市街地に関わる制度の一覧表（案）  

対 
象 手法 

確保対象の土地/施設 ⽴地 
実施 
主体 

入居対象者 支援策
(補助) 

 
根拠法、特記事項等 ① 第一次〜第⼆ 

  次建築制限中 
(2 週間〜６か⽉) 

② 都市計画決定 
〜事業認可前 

③ 事業認可の後 被災地内 被災
地外 

被 
災 
者 

地区内
権利者 

 
事業 

区域内 
同区
域外 

 
１ 
 

用 
地 
 

公有地 
の使用 

普通財産 ○ ○ ○ 都 ○  － 地方自治法 

公共用地 ○ ○ ○ 都 ○  － 地方自治法、都市公園法、道路法等 

借地 ⺠有地（定期借地権） ○ ○ ○ 都 ○  ○ 災害救助法、同事務取扱要綱、借地借家法 

被災地（短期借地権/5 年間※1︓政令で対象災害と地区を指定） ○ ○  事業者 ○  ○ 被災地借地借家法※2 

－ － 一時収容施設等の用地 ○ ○ ○ 事業者 ○ ○ ○ 都市再開発法、市街地再開発事業補助交付要綱 
買収 都市計画区域内の土地等 － ○ ○ ○ 事業者 ○ ○ ○ 公拡法※3、住宅市街地総合整備事業要綱※4 

－ 事業区域内土地 － ○ ○ ○ 事業者 ○ ○ ○ 土地区画整理法 [減価補償となる地区の場合] 

－ 公共施設充当用地 － ○ ○ ○ 事業者 ○ ○ ○ 都市再生推進事業制度要綱 [緊急防災空地] 

生産緑地 ○ ○ ○ 事業者 ○ ○ ○ 生産緑地法 

－ － 事業区域内の土地 ○ ○ ○ 事業者 ○ ○ ○ 都市再開発法、密集法※5 [防災街区] 

－ － 同上 ○ ○  事業者 ○ ○ ○ 
大規模災害復興法※6 [一団地の復興拠点市街地
形成施設・・拠点的な地区が対象] 
所有者不明土地特措法※7 

使用権 
の取得 

所有者不明土地（地域福利増進事業※8用の土地/10年間※9） ○ ○ △※10 事業者 ○  － 所有者不明土地特措法※7 

－ － 一時収容施設等の用地 ○ ○ ○ 事業者 ○ ○ － 
土地区画整理法、都市再開発法、住宅地区改良
法、密集法※5 等 [施行者管理地] 

２ 
 

建 
築 
物 

 
建
設 

住宅 仮設住宅、福祉仮設住宅 ○ ○ ○ 都 ○  ○ 災害救助法 [応急仮設住宅]、同事務取扱要綱 
－ － 一時収容施設等（新設） ○ ○ ○ 事業者 ○ ○ ○ 各都市計画事業の根拠法 
－ － 同上（借上げ） ○ ○ ○ 事業者 ○ ○ ○ 同上 

商業・ 
業務、 
工場 

仮設施設（店舗、事務所、工場等） ○ ○ ○ 中小機構 ○  ○ 仮設施設整備事業ガイドブック※11 

－ － 一時収容施設等 ○ ○ ○ 事業者 ○ ○ ○ 各都市計画事業の根拠法 
集会施設 集会施設（被災者支援拠点）、談話室 ○ ○ ○ 都 ○  ○ 災害救助法 [集会施設]、同事務取扱要綱 

３ 
イ 
ン 
フ
ラ 

建設 

上下水道（衛生設備） ○ ○ ○ 都 ○  ○ 災害救助事務取扱要綱 [応急仮設住宅] 

電気 ○ ○ ○ 都 ○  ○ 同上 

ガス ○ ○ ○ 都 ○  ○ 同上 

簡易舗装等の外構整備 ○ ○ ○ 都 ○  ○ 同上 

－ － 一時収容施設等の設備※12 ○ ○ ○ 事業者 ○ ○ ○ 各都市計画事業等の補助交付要綱 
 
 
 

※8地域福利増進事業：次に掲げる事業で、地域住民その他の者の共同の福祉又は利便の増進を図るために行わ
れるもの。（中略）被災者の住宅、購買施設、教養文化施設その他の施設等（以下略） 

※9発生した日から起算して３年を経過していない災害が対象で、土地等使用権の存続期間は10年が限度 
※10購買施設、教養文化施設その他の施設等については、災害救助法が適用された市町村の周辺の地域におい

て当該施設と同種の施設が著しく不足している区域での立地も可能 
※１1市町村の要請に基づき中小機構が整備 
※12電気、給排水、ガス 

※１政令の施行の日から起算して２年を経過する日までの間に借地権を設定。存続期間は５年以下で、延
長がない旨を定めることができる 

※２大規模な災害の被災地における借地借家に関する特別措置法 
※３公有地の拡大の推進に関する法律 
※４被災前に事業区域指定済の地区では、用地買収など事業に早期着手可能 
※5 密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律 
※6 大規模災害からの復興に関する法律 
※7「所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法」 
都市計画事業のための所有者不明土地の収用又は使用に関する特例により、都道府県知事に裁定を
申請できる。２週間の公告縦覧ののち事業者は補償金を供託し権限を取得 



1 

課題と検討案 ③復興まちづくり計画について 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

検 討 案 

 

東京で想定される、次の代表的な被害パターンについて

のモデルプラン（参考例）を記載 

１．木造住宅密集地域で、家屋のまだら被害が発生 

２．老朽中小ビル密集地域で、家屋のまだら被害が発生 

３．区部東部低地帯 

３－１．区部東部低地帯で、地震に台風等が重なり発

生する複合災害による浸水被害が発生 

３－２．区部東部低地帯で、液状化被害が発生 

４．多摩部の丘陵部の盛土造成地で、地盤被害が発生 

現   状 

 

復興まちづくり計画を作成する手順を記載 

 
 

資料３-３ 

主な意見・課題 

〇迅速な都市復興に向け、代表的被害パターンを想定した検討が必要 

〇モデルプランの検討は、同一エリア・インフラに対して、異なる被害状況を想定するこ

とで見えてくることもあり。 

赤字：変更箇所 


	05 資料３－１－１：家屋被害調査について【H30第２回東京都都市復興基本計画検討委員会】181212
	06 資料３－１－２：家屋被害調査について【H30第２回東京都都市復興基本計画検討委員会】181218
	07 資料３－２－１：時限的市街地について【H30第２回東京都都市復興基本計画検討委員会】181212
	08 資料３－２－２：時限的市街地の定義【H30第２回東京都都市復興基本計画検討委員会】_181212
	09 資料３－２－３：時限的市街地に関わる制度の一覧表案【H30第２回東京都都市復興基本計画検討委員会】_181221
	10 資料３－３－１：復興まちづくり計画について【H30第２回東京都都市復興基本計画検討委員会】181212

